
第 12期決算公告
平成 24年 12月 21日

大阪府摂津市千里丘２丁目15番17号

株式会社レオクラン

代表取締役 杉田 昭吾

貸借対照表の要旨
(平成24年９月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

の
部
資
産

流 動 資 産 7,565,921
固 定 資 産 1,146,924

資 産 合 計 8,712,846

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,625,052
固 定 負 債 841,952

負 債 合 計 7,467,004

株 主 資 本 1,205,893
資 本 金 123,000
資 本 剰 余 金 25,000
資 本 準 備 金 25,000
利 益 剰 余 金 1,108,588
利 益 準 備 金 24,500
その他利益剰余金 1,084,088
(うち当期純利益) (214,964)
自 己 株 式 � 50,695
評価・換算差額等 28,498
その他有価証券評価
差額金 28,498

新 株 予 約 権 11,450

純資産合計 1,245,841

負債・純資産合計 8,712,846

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
百
万
円
減
少
し
六
百

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

平
成
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年
十
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月
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区
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二
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東
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三
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号

株
式
会
社
ビ
ー
エ
イ
チ
エ
イ

代
表
取
締
役

菊
池

俊
一
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第 29期決算公告 平成24年12月25日
札幌市東区北二二条東一丁目２番33号

株式会社ビーエイチエイ
代表取締役 菊池 俊一

貸借対照表の要旨(平成24年３月31日現在)
科 目

の
部
資
産

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 資 産
固 定 資 産
資 産 合 計
流 動 負 債
負 債 合 計
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金

純資産合計
負債・純資産合計

金 額(千円)

8,058

3,562

11,620

2,306

2,306

9,314

8,000

3,367

� 2,053

� 2,053

9,314

11,620
~ 当期純損失 2,705千円

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
七
千
九
百
二
十
万
円
減

少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。
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式
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第 ６ 期 決 算 公 告
平成 24年 12月 25日
東京都千代田区神田神保町二丁目14番地

株式会社白馬ミニトレインパーク
代表取締役 太谷真由己

貸借対照表の要旨
(平成24年８月31日現在) (単位：千円)

科 目

の
部
資
産

純
資
産
の
部

負

債

及

び

流 動 資 産
固 定 資 産
合 計
流 動 負 債
固 定 負 債
株 主 資 本
資 本 金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金
(うち当期純損失)

合 計

金 額
3,379

53,185

56,564

1,660

70,000

� 15,095

80,000

� 95,095

� 95,095

(7,887)
56,564

官報販売所及び官報公告等取次店募集のお知らせ
独立行政法人国立印刷局は、官報販売所と官報公告等取次店を次のとおり募集します。
１ 業務内容 官報販売所：官報及び国立印刷局が編集、印刷又は刊行する刊行物の普及販売業務、官報公告及び広告の掲載の取次業務

（東京都については別途業務が発生します。）
官報公告等取次店：官報公告及び広告の掲載の取次業務

２ 募集期間 平成25年１月９日（水）から１月23日（水）まで（必着）
３ 募 集 数 官報販売所：原則として、各都道府県庁所在地に１箇所を募集します。

官報公告等取次店：東京都内に10法人程度募集します。
４ 応募資格 官報販売所又は官報公告等取次店を運営できる法人とします。ただし、警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配し

ている法人又はこれに準ずる法人として、購買等契約からの排除要請があり、当該状況が継続している法人は応募できま
せん。

５ 応募方法 国立印刷局指定の申請書と登記簿謄本、財務諸表、定款、営業企画書その他必要書類を募集期間内に提出してください。
６ 契約期間 平成25年４月１日から原則として１年間（契約を更新する場合は１年単位とし、この終期は平成30年３月31日までとしま

す。）
７ 資料の提出先及びお問合せ先
・住所 〒105`8445 東京都港区虎ノ門２`２`４

独立行政法人国立印刷局 情報製品事業部 官報グループ 官報総括チーム
・電話 03`3587`4976・4299 ＦＡＸ 03`3587`4480

※ 詳細につきましては、国立印刷局ホームページhttp://www.npb.go.jpを御覧下さい。

平成™›年˜™月™œ日 火曜日 (号外第™�Ÿ号)官 報 ™™—
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